
21世紀をリードする金融ビッグバンソリューション

金融ビッグバンに向けた情報システムと
日立製作所の金融ソリューション
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DB(Database)

ATM(AutomatedTe‖er

Machine)

*Hub&Spoke;複数のシ

ステムを,Hubを中心とし

て接続し,連携させるシ

ステムアーキテクチャを

示す技術用語である｡

金融機関のネットワーク

システムのイメージ

金融ビッグバンや情報技術

革新により,チャネル構築.

決済システムの創出,企業間

連携の進展など,新たな金融

ビジネスの形態が生まれる｡

規制緩和の急速な進展による金融ビッグバンの本格化に伴い,金融界の競争が激化している｡一方,産業界では金融機関を

経由しない直接金融へのシフトが加速しており,金融業界への依存度の低下とともに,新たなマネーマーケットが創造される

可能性が生じている｡

このような環境変化の中で,金融機関に必要な次世代情報システムは,商品･チャネルの増加や企業間の連携などに起因す

るサブシステムの増大に,迅速力つ低コストで対応するものでなければならない｡また一方では,戦略事業への集中投資と非

コア業務の負担軽減を可能とすることにより,競争力の維持と業績の改善に直接的に結び付くことが求められる｡

日立製作所は､こうした金融情報システムを実現するために,次世代金融ソリューション"So山tionmax†orFinance”を提供

する｡

このソリューションは,金融業務を,(1)チャネル,(2)商品,(3)経営,(4)基盤,および(5)決済の五つの戦略に分けて,

これらを有機的に連携させることにより,ビッグバン時代の金融機関の経営課題全般に対応しようとするものである｡また,

戦略事業分野を限定し,システム投資の効率化を図る金融機関には,アウトソーシングによるソリューションも提供する｡こ

の内と外の二つの体制を充実させることにより,次世代金融ビジネスを総合的に支援する｡

はじめに

1998年4月の外凶為替法改正を端緒とする金融ビッグ

バンは,金融業界そのものの構造を変化させつつあり,

金融機関は変化への対Jふを図るだけでなく,その戦略を

新たな方向性へとシフトしていくことが求められている｡

ここでは,ビッグバン時代の金融機関の経営課題と,

次世代金融情報システムのあるべき姿,および,それら

に対して日立製作所が提案する金融ソリューションにつ

いて述べる｡

業界構造の変化と金融機関の経営課題

金融ビッグバンを契機として,外資系金融機関が続々

と日本市場への参入を果たす中で,わが国の金融機関は,
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図1金融ビッグバン時代の競合関係のイメージ

競合関係は,金融業以外のプレーヤも巻き込んだ,いっそうオ

ープンなものへと移行していく｡

的確で競合力のある戦略を求めている｡

2.1規制緩和の進展に伴う競争の激化

金融ビッグバンの本格化は,わが国の金融市場の規制

緩和を進展させた｡海外プレーヤの参入に加えて,他業

態からの金融業界への参入も加速し,金融業界内部のク

ローズドな競合状態から,いっそうオープンな競合状態

へと移行し,競合はさらに激化している(図1参照)｡

2.2 産業界の動向と新たな市場の登場

金融ビッグバンでは1,200兆r‾りに上る個人資産に対す

るリテール戦略に重点が置かれてきた｡しかし,昨今の

金融システム不安が産業界に与えた影響にも留意が必安

である｡産業界は,金融システム不安の中で,資金調達

を間接金融だけに依存しているのでは,企業活動の維持

そのものが困難になるという事態に直面した｡このよう

な事態を回避するために,産業界では,CP(Commer-

cialPaper)の発行などを通じて直接金融を強化して

いる｡

産業界での直ヨ妾金融の強化は,金融機関への依存度を

低‾‾‾Fさせるだけでなく,従来型の取引形態を変革させる

可能性を秘めており,金融機関としては,このような産

業界の新たなニーズにもいち早く対価して,ビジネス機

会を確保する必要がある｡すなわち,金融取り引きの活

発化は,例えば,CPの発行や流通,さらに決済などの

プロセスの合理化を推進する力となり,米国での先例に

見られるように,情事掟システムを利用した,まったく新

しい金融資本市場の仕組みの創生を促す吋能性があるか

らである(図2参只弔)｡

2.3 業態を越えた金融ビジネスの創造と

金融機関の機能分化

金融資本市場の改革に際しては,米凶でもノンバンク

が重要な役割を果たしており,他業態の参人が進展して
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図2 米国でのCP市場の変遷

情報システムを利用した新しい金融資本市場が創設され,tPA

やカストディアン(保管業者)などの新規ビジネスの機会が生じる｡

いる｡新規参入者による市場の侵食が収益構造をさらに

圧迫する中で,金融機関が生き残りを図るためには,従

来の枠組みを越えて,他業態も巻き込んだ新たなビジネ

ス領域の創造,開拓が必要となる｡

この実例が,銀行のインストアブランチの展開や,コ

ンビニエンスストアへのATM(Automated Teller

Machine)設置といった流通業との連携によるディストリ

ビューションチャネルの拡張である｡これは,金融と流

通という,より人きな業界間の収れんの進展を示すもの

である｡しかし,このような動きは,従来判の金融業務

の提供チャネルを拡張し,顧客の利便件を向上させたも

のの,新チャネルならではの商品や,サービスの提供は

今後の課題としてとどまっている｡

金融機関では,これにCRM(Cし1StOmer Relationship

Management)の概念に基づく顧客ごとのプライシング

を加え,プロダクト･チャネル･プライシングの最適な

マーケテイングミックスを実現することが,業態を越え

たビジネス領域の拡張には不可欠である｡

以上のような議論は,金融機関の機能や,ビジネス領

域の拡張という概念でとらえられるのに対して,海外では,

金融機関がみずからの得意分野にフォーカスし,全体の業

務機能が複数の機能特化型プレーヤによってシェアされる

という,金融業界のモジュール化が進展している｡

例えば,ある米国金融機関では,保険,投資信託,住

宅ローンなどの金融商品やバックオフィス業務をすべて

外部企業に依存し,自身は顧客とのインタフェースを強

化する戦略を取F),コストの削減と優れた商品の調達を

実現する一方で,顧客サービスの向上を凶ることにより,

他の金融機l渕との差別化を実現している(図3参照)｡わ

が国でも,業態の拡張を行うには相応の体力や投資余力

が求められるので,多くの金融機関は,機能特化戦略の
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図3 金融機関の機能特化によるモジュール化の例

この金融機関は顧客インタフェースにフォーカスし,その他の

機能は他の金融機関から提供を受ける｡

選択を迫られることになるものと考える｡

2.4 金融機関の戦略を支える情報システム

金融機関がいずれの戦略を選択するにしても,情報シ

ステムが果たすべき役割は大きい｡すなわち,マーケテ

イングミックス実現のサイクル短縮による戦略を早期に

展開するには,迅速なプロダクト開発やプライシングが

必要であり,金融機関の保有するノウハウと,顧客分析,

リスク管理などを実現する情報システムの有機的な結合

が不可欠である｡一方,チャネル拡張や他金融機関から

の業務機能の調達を支えるのはネットワーク技術と既存

システムの接続性であり,銀行戦略の方向性にかかわら

ず,情報システムの整備の重要性に変化はない｡

次世代の金融サービス情報システム

現在では,金融技術(金融工学)と並んで,IT

(Ir血)rmationTechnology)が金融サービス業の競争力の源

泉として認識されるようになっている｡また,システムは

他金融機関の追随によって陳腐化するものであることか

ら,長期的優位の確保には継続的な投資が必要となる｡

米国では,金融サービス業は他の産業以上に情報シス

テム投資の意欲が高く,費用に占めるIT支出の割合は,

平均的な銀行の場合で15%程度になる(表1参照)｡タワ

ーグループの推計によれば,この数字は規模とともに大

きくなり,大規模な銀行では20%前後に達する｡

IT投資を,競争力の維持･強化に役立てて企業経営

と直接的に結び付けるには,次の3点が重要になる｡

(1)市場･業界内でのポジショニングに基づいた投資の

重点化と,非コア業務での外部リソースの積極的活用

(2)金融取引インフラストラクチャーの変化への対応

(3)新ビジネスヘの迅速な参入を可能とするシステム構築

3.1次世代情報システム像

金融ビッグバンの規制緩和により,金融機関は,従来

表1米国の銀行の情報システム投資推計

費用に占めるIT支出の割合は,大きな銀行では20%以上に達する｡

〔出典:タワーグループ(1999年),ペンシルヴ工ニア大学ウォー

トンスクール(1998年)〕

項 目 推計値

情報投資醸
278億ドル

(1999年:商業銀行分)

lT支出対非利子費用
15%前後

(平均的な銀行の場合)

伸び率予測
毎年5.3%

(1999年以降の数年間)

の業態別の分類にとらわれず,外資･流通業その他から

の新規参入者を含めた金融サービス業界の再編の中で,

みずからを再定義する必要に迫られている｡コアビジネス

を明確にし,幅広い事業形態の選択肢の中から選び取っ

た金融サービス業界でのポジションを市場に伝達してい

くとともに,事業形態に合った情報システムを構築して

いく必要がある｡

今後,金融機関は,みずから選択したコアビジネスへ

の投資以外は,外部リソースを幅広く活用するようにな

るものと考える｡他金融機関とのアライアンスによる金融

商品･サービスの提供･調達や業務機能の相互補完をは

じめとし,サービス デリバリーチャネルとしてのコンビ

ニエンスストア,スーパーマーケットなどの活用,コスト

削減ヤプロフェツショナルサービスの利用を目的としたア

ウトソーシングや共同サービスセンターの活用などが,そ

のような外部リソースの活用例である｡それに合わせて,

情報システムでも外部との連携の機会が大幅に増大する｡

また,金融機関の収益力は,リスク管理や,マーケテイ

ングの能力と密接に結び付いていくようになるものと考

える｡この二つに,事業そのものを評価するための業

績･収益性の管理を加えた,いわゆる経営管理分野への

集中的なIT投資が,競争力を維持,向上していくうえで

ますます重要性を増していく｡この分野の情報システム

は,部署,事業領域を横断した企業全体(Enterprise-

wide)の情報を統合管理するとともに,リスク細分化に

基づく新商品の開発,CRMや｢ワントウ ワンマーケテ

イング+の登場,事業別･プロジェクト別･顧客別の収

益管理などに見られるように,情報分析レベルが細分化,

多様化していく傾向にある｡

さらに,直接金融の拡大に見られるような金融市場の

枠組みの変化,決済の電子化や取り引きのSTP

(Straight-through Processing)化に象徴されるネットワ

ーク取り引きの進展など,金融取り引きのインフラスト
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ラクチャーの変化に対応していくことも,競争ノJを維持

していくうえで欠かすことができない｡このような変化

は時代の要請であるとともに,多くの場合,取引コスト

の低減,決済リスクやオペレーショナルリスクの低減,

顧客サービスの向上などの効果をもたらすものであり,

情報システム面での対ん♭の遅れは,金融機関の収益性や

競争力に直接的に影響する可能件がある｡

3.2 情報システム投資とシステム構築

IT投資効率化のもう--一つのポイントはシステム構築の

合理化であり,｢安く(投資効率の向L)+,｢早く(迅速な

ビジネス展開)+構築することが要求される｡

取扱商品の増加,サービス デリバリーチャネルの多

様化,他企業との連携によるシステム接続の増加など,

今後は,これまでにない速度でサブシステムが増えてい

くことが予想される｡従来型の基幹系システムを中心に

据えたシステム構成では,煩雑なサブシステム間接続の

増加に伴うメンテナンス費用の面からも,このような現

状への対応が困難になっている｡

また一般に,新ビジネス･市場の形成期では,初期参

入者がマーケットリーダーとなる傾向があり,有利であ

ることから,競争の激化を背景として,今後はビジネス

の立ち上げに要する時間(Time to Market)の大幅な莫豆

縮が求められるようになる｡

このような点を考慮すると,システムの構築に際して

は,次の点に留意する必要があると考える｡

3.2.1システム構築の効率化

システムの構築を効率化する方法としては,3.1で述べ

たように,競合他社との差別化を希求しない,基礎的･

共通的な業務機能や非コア部分のビジネスでほ,アウト

ソーシングや共同センターなどの外部リソースを活用す

ることが考えられる｡コアビジネスのためのシステムであ

っても,単なるデータプロセッシングなどの部分は競合

優位をもたらすものとなりえないことから,外部委託す

ることも考えられる｡また,企業内部にシステムを構築

する場合でも,海外を含めたパッケージソフトウェアの

利用や提携先と共同でシステム構築を行うことにより,

費用の節減や投資に伴うリスクの軽減,迅速なシステム

導入を図ることができる｡

しかし,投資効率が向上する一方で,このような構築

方法はブラックボックス部分を増やすマイナス面もあり,

それを補う意味で,特に海外パッケージの導入などの場

合には,システムのメンテナンスの観ノ∴くから,力量の高

いシステムインテグレーダを活用することが重要になる｡

3.2.2 システム間接続の合理化

システム間接続の合理化は,サブシステムの接続に要す

る時間の短縮を図るとともに,システム間接続の初期コス

トとメンテナンスコストを低減することにより,戦略的情

報投資の配分を増やすことを第一の目的とする｡また,シ

ステム間接続を集中管理することによって全社レベルでの

取り引き･顧客情報の集積が容易になり,マーケテイング

やリスク管理などの高度化にも寄与することができる｡

欧米の金融機関の間では,近年,このようなシステム

接続を集中管理するタイプのシステムアーキテクチャの

採用が広まってきている｡

日立製作所が提供する金融ビッグバン

ソリューション

前章に述べたように,情報システム段資を競争ノJの強

化に役_‾lヱてて企業群常と直接的に結び付けるためには,

投資の重点化によって新たな経営形態を選択する必要が

あり,そのうえで,オペレーションコストの低減を阿り

ながら,機動性のあるシステムインフラストラクチャー

を構築していくことが重要である｡このような要件を踏

まえ,日立製作所は,事業機会の分析から事業リスク管

理までを含めた,経営にいっそう密着したソリューション

``Solutionmaxf()rFinance”を提供している｡

4.1"SolutionmaxforFinance”の体系

▲`solutionmax for Finance”では,金融機関の経営課

題を解決するために必要な戦略分野を,(1)チャネル,

(2)商品,(3)経営,(4)基盤,および(5)決済の五つで

とらえ,金融機関の幅広い業務領域に対応したビジネス

ソリューションを提供する(図4参照)｡

(1)チャネル戦略

効率的チャネル戦略確立のために,既存チャネルのリ

ニューアルを実現する｢営業店･自動機ソリューション+

を提供する｡また,｢リモートチャネルソリューション+

では,インターネットやモバイル通信を活川したサービ

スの実現を支援する｡

(2)商品戦略

確定拠出型年金の登場など,商品･サービスの多様化

に対応する｢金融商品対応ソリューション+を提供するほ

か,高度化,多様化するデリバティブ商品をサポートす

るシステムの設計ノウハウを｢デザインウェア+♯)として

体系化し,提供する｡

(3)経常戦略

｢リスク管理ソリューション+や｢マーケテイングソリュー
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経 営 課 題

′チャネノレ拡充
当

●既存チャネルの整備
投資の重点化

による新たな

経営形態

弓

濠

ヨ

●新規チャネルの拡充

新商品対応
‥

ヨ●商品メニュー多様化への迅速な対応

●商品間発コストの低減 箋
く山一_一

______ケ__叫〟:_.W.〉:〉.:_:山〉.〉:_Wレ.::〉対..:_::._:.叫〉:.♪冬:::櫛.･.::.:.鞘.二.:.†_ご〕コW;.ゝr､こご′つ

オペレーション

コストの低減

マネジメント力持イヒ

●リスク･収益管理の強化

●マーケテイング機能の強化

登

システムインブラストラクチャ一変儒

●マルチチャネル･マルチプロダクト化

機動力ある への迅速なシステム対応

システム

インフラストラクチャー

●アウトソーシンク･共同化

当

ビ÷-■ ス:/

●決済関連新ビジネスの創出

･他業種,他業態との提携

"So山IjonmaxforFjnance'

営業店･自動機ソリュmション

リモートチャネルソリューション

チャネル戦略

商品戦略

経営戦略

基盤戦略

決清戦略

ション+では,戦略策定のためのシステム化方針や,機

能分析といった高度なノウハウを必要とするコンサルテー

ションからシステム構築までの一貫したソリューションを

才走供する｡

(4)基盤戦略

｢基盤システムソリューション+では,新システム対応の

迅速化を可能とする｢Hub&Spokeシステム+や,戦略的な

情報活用を実現する｢データウェアハウス+の構築を支援す

ることにより,システム全体の共通基盤整備を実現する｡

(5)決済戦略

電子決済ITの基盤である暗号技術を利用した認証サー

ビスやICカード対応のシステムサポートから,企業間で

ネッティングを行う統合ネッティングサービスなど,新

たな金融サービスの構築を支援する｡

4.2 的確なソリューション提供のために

``Solutionmax for Finance''は,以下の考え方を基本

とし,次世代金融ビジネスを総合的に支援する｡

(1)内外の先進金融機関,ベンダとのアライアンスを推

進することにより,先進的なソリューションと業務ノウ

ハウを提供する｡

(2)金融のプロフェッショナル集団であるソリューション

Pro部隊により,企画から構築までを一貫して支援する｡

(3)システム投資の効率化を岡る金融機関のためには,

新金融サービスのアウトソーシング体制を提供する｡

おわりに

ここでは,ビッグバン時代の金融機関の経営課題,次

※)｢デザインウェア+および●●Designware''は,シーキュー

出版株式会社の澄録商標である｡

金融商品対応ソリューション

リスク管･哩ソリューション

マーケテイングソリューション

基盤システムソリューション

決済ソリューション

図4``solutionmax for

Finance”の体系
金融機関の経営課題に対

応した,五つの戦略と七つ

のソリューション群で構成

する｡

世代金融情報システムのあるべき姿,および日立製作所

が提供する金融ソリューション"Solutionmax for

Finance”について述べた｡

●`solutionmaxforFinance”は,金融機関の抱える経営

課題に対して,有効な解決策を提案できるものと考える｡

日立製作所は,今後も,金融機関の経営戦略に対して

トータルなサポートを提供していくとともに,IT投資効

果の定量化を図りつつ,最適なソリューションを提供し

ていく考えである｡
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